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１ 用語説明

（地震調査研究推進本部ほかより引用）

用 語 説 明

第Ⅱ編 1.想定地震

活断層 最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動することが推定され

る断層のこと。

断層帯 日本には約2,000の活断層が分布していると推定されているが、こ

れらの断層のうち複数が近接してある地域に帯状に分布しているも

のもある。そのような複数の断層をまとめたものを断層帯という。

強震動予測レシピ 震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）。地震調

査委員会において実施してきた強震動評価に関する検討結果から、

強震動予測手法の構成要素となる震源特性、地下構造モデル、強震

動計算、予測結果の検証の現状における手法や震源特性パラメータ

の設定にあたっての考え方について取りまとめたもの。

アスペリティ 震源断層面上での不均質性を表す概念モデルのひとつ。プレート境

界や活断層などの断層面上で、通常は強く固着していて、ある時に

急激にずれて（すべって）地震波を出す領域のうち、周囲に比べて

特にすべり量が大きい領域のこと。

第Ⅱ編 2.地震動の予測

地震基盤 地盤の影響を大きく受けない地盤で、Ｓ波速度が毎秒3km程度の堅

硬な岩盤を指す。震源からの距離がそれほど違わなければ、地震基

盤に入射する波はどこでもほぼ同じと考えられる。

工学的基盤 構造物を設計する際に、地震動設定の基礎とする良好な地盤で、Ｓ

波速度が毎秒300～700m程度の地層を指す。

等価線形 成層地盤を対象とした一次元重複反射理論による地盤震動解析手法

で、地盤の非線形性を近似的に線形化して扱う。ひずみレベルの設

定範囲は10-2(1%)程度である。

ライズタイム 震源の破壊性状を表すパラメータのひとつで、断層面のある場所で

すべりが継続する時間のこと。

絶対速度応答スペクトル 地震波に対する1自由度系の最大応答値を固有周期ごとに示したも
のを応答スペクトルと言う。このうち、相対速度応答に対して地震

による地表面での揺れの速度を考慮したものを絶対速度応答スペク

トルと言う。

フーリエスペクトル 地震波を周波数（または周期）ごとに分解し、各周期成分の振幅の

大きさを示したもの。

擬似速度応答スペクトル 加速度応答スペクトルから擬似的に求めた速度応答スペクトルを指
す。厳密には速度応答スペクトルと一致しないが、ほぼ等しいもの

として利用される。

第Ⅲ編 1.建物被害想定

全壊 住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊した部分の床面積

が、その住家の延べ面積の70％以上に達するもの、または住家の主

要構造部の被害額が、その住家の時価の50％以上に達する程度のも

の。

半壊 住家の損壊が著しいが、補修すれば元通りに使用できるもので、具

体的には損壊部分が、その住家の延べ面積の20％以上70％未満のも

の、または住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の20％以上

50％未満のもの。
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